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エ １年単位の変形労働時間制の適切な活用
屋外の作業が中心となる建設業においては、猛暑、降雪等の自然的要因によって、特定の
時期に十分な作業時間の確保が見込まれず、その分他の時期に工事が集中した結果、時間外
労働の上限規制の遵守が難しくなってしまうといった事例も認められる。季節によって業務
の繁閑がある場合には、１年単位の変形労働時間制を活用することが有効であるため、同制
度の適切な活用について、事業主、事業主団体等への周知や支援に引き続き取り組む。

 賃金の改善
建設産業においては、若年者が入職・定着しない要因の一つに賃金水準の低さがあり、働き
方改革の推進とともに、若年労働者等の担い手確保・育成のためにも、賃金水準の改善や安定
した収入を目指した継続的な取組が必要となっている。
このことから、改正建設業法においては、事業主に労働者の知識、技能その他能力の評価に
基づく適正な賃金支払等の処遇確保の努力義務を課すとともに、技能者を雇用する事業主が、
請負契約の中で適正な労務費（賃金の原資）を確保できるよう、「労務費に関する基準」が作成・
勧告され、当該基準において位置づけられる適正な労務費等の額を著しく下回る見積り・契約
締結を禁止する等の新たなルール等が設けられた。
「労務費に関する基準」においては、技能者の処遇を他産業並以上とすることを目指し、技
能者に支払われるべき適正な賃金として、公共工事設計労務単価が技能者の経験・技能に応じ
た賃金として支払われた場合に考えられるＣＣＵＳレベル別年収が位置づけられるとともに、
建設工事の請負契約における適正な労務費として公共工事設計労務単価を計算の基礎として算
出された額が位置づけられたことを踏まえ、その実効性確保に向け、適切な雇用契約・請負契
約の締結、労務費等の内訳を明示した見積書の提出・尊重、ＣＣＵＳの能力評価の拡大、ＣＣ
ＵＳレベル別年収の支払等、新たな商習慣の定着に向け、行政として施策を講じるとともに、
発注者・受注者がそれぞれの立場において担う役割を果たす必要がある。
あわせて、賃金の原資である労務費に加え、法定福利費を始めとした雇用に伴う必要経費の
確保や月給制の下での直接雇用を進める等、技能者の総合的な処遇改善を推進する必要がある。
 労働・社会保険、建設業退職金共済制度の加入促進
建設産業においては、これまで実施した諸施策により、労働保険及び社会保険の加入率は企
業単位でほぼ100％となっているところである。
また、建設業退職金共済制度（以下「建退共制度」という。）については、適正な運営の確保
及びいわゆる一人親方を含めた一層の加入促進が必要である。
改正建設業法において、労務費に加え法定福利費の事業主負担分及び建退共制度の掛金につ
いても内訳を明示して確保すべき経費とされたことも踏まえつつ、これら制度の健全な運用、
費用負担の公平等の観点から、加入促進に取り組む。
ア 労働保険の適用促進及び労災保険の特別加入の周知
労働保険の適用促進については、関係行政機関等と連携し、未手続事業の確実な把握、文
書及び個別訪問による手続指導等により未手続事業の解消に取り組む。また、労災保険制度
におけるいわゆる一人親方等の特別加入制度の周知を徹底する。
イ 社会保険の適用促進
社会保険の適用促進については、関係機関と連携し、未適用事業所の確実な把握、文書及
び個別訪問による加入指導等により未適用事業所の解消に取り組む。
ウ 建退共制度の加入促進
 建設業における退職金制度の整備を図るため、建退共制度の適正な運営の確保に向けた、
適切な掛金納付や電子ポイント方式に関する事業主の理解を進めるとともに、関係機関等
の協力を得ながら加入促進対策を効果的に実施し、同制度への加入を一層促進する。
 いわゆる一人親方についても建退共制度への加入について周知・啓発を図る。

 労働災害の防止
建設産業における労働災害については、休業４日以上の死傷災害、死亡災害とも減少傾向に
あるものの、死亡災害件数は他産業に比して多く、また、労働災害が重篤になる傾向もある。
このため、労働災害防止計画等を踏まえ、建設業労働災害防止協会等の関係団体と連携し、
総合的な労働災害防止対策を推進することが重要である。
また、改正建設業法において、労務費に加え安全衛生経費についても内訳を明示して確保す
べき経費とされたことも踏まえつつ、安全衛生対策項目の確認表、標準見積書の活用促進等、
建設業者が適切な労働災害防止対策を講じるための費用の確保に向けた施策を講じる必要があ
る。
さらに、元方事業者に実施が義務づけられている作業場所の巡視については、一定の場合に
デジタル技術を活用して遠隔で実施できることを通知により示した。今後、実態把握を行うと
ともに、好事例の周知等を行うことにより、デジタル技術の活用の推進を通じた建設現場にお
ける安全衛生管理の一層の向上を図る。
ア 墜落・転落災害の防止
 屋根等からの墜落・転落防止のためのマニュアル周知を図るとともに、引き続き、墜落・
転落災害の防止を徹底するための指導に取り組む。
 「足場からの墜落・転落災害防止総合対策推進要綱」（「足場からの墜落・転落災害防止
総合対策推進要綱の策定について」（平成24年２月９日付け基安発0209第２号（最終改正
令和５年３月14日）別紙）別添で示す、「より安全な措置」等の一層の普及を図る。

イ 個人事業者等への安全衛生対策の推進
労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律（令和７年法律第33号）による
改正後の労働安全衛生法（昭和47年法律第57号。以下「改正労働安全衛生法」という。）にお
いては、建設現場の統括管理の対象に個人事業者等を追加すること、個人事業者等自身に危
険・有害な業務に就く際の安全衛生教育の受講を義務付けること等が規定されたところであ
り、これらの内容について周知徹底することにより、建設現場の安全水準の向上を図る。
ウ 高年齢労働者の労働災害の防止
改正労働安全衛生法においては、高年齢労働者の労働災害の防止を図るため、高年齢労働
者の特性に配慮した作業環境の改善、作業管理等の必要な措置を講ずることを事業者の努力
義務とし、厚生労働大臣がその適切かつ有効な実施を図るために必要な指針を公表するとさ
れたことから、当該指針に基づく取組を推進する。
エ 外国人労働者の労働災害の防止
外国人労働者を雇用する事業場における安全衛生教育の実施、外国人労働者が視覚的に理
解できる危険表示の普及定着、健康管理の実施等の徹底を図るとともに、引き続き、外国人
労働者に分かりやすい方法で安全衛生教育が実施できるよう、外国語教材の活用を推進する。
オ 石綿による健康障害の防止
石綿が用いられている建築物の解体や改修工事の増加が予測される中、石綿による労働者
の健康障害を防止するため、石綿障害予防規則（平成17年厚生労働省令第21号）に基づく石
綿ばく露防止対策の取組状況の把握、費用や工期等の面での発注者の配慮、有資格者による
石綿使用の有無に関する事前調査の実施、事前調査結果に基づく適切な作業の実施等の石綿
ばく露防止対策の徹底を図る。
カ 健康確保対策の推進
改正労働安全衛生法において、労働者数50人未満の事業場におけるストレスチェックの実
施が義務化され、今後施行されることを踏まえ、ストレスチェックの実施を含めた労働者の
メンタルヘルス対策に一層取り組むとともに、引き続き、健康管理等に係る措置の実施を推
進する。
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